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有限会社小貫光学工業所

高透過性・高耐傷性を示す新たな保護膜を
量産する為の装置の開発計画

　当社は現在カメラ向けレンズ部

品の加工を行う製造業を主として

おり、属する光学業界は、オリンピッ

クやワールドカップなど世界的なイ

ベント開催時期にも生産量が左右

される。スマートフォンの普及とそ

のカメラ性能の向上もあり、カメ

ラ業界全体の売上は年々減少して

いるのが現状である。

　1 つの業界に依存し世情に一喜

一憂させられる体制から、モノだ

けではなく優れた価値を付与する

という、ものづくり・技術立国で

ある日本が元来得意であった分野

で勝負をし利益を上げ、リスクを

分散させられる体制へ移行する事

を目的に、数年前より技術分野の

模索、検討、開発を進めてきた。

その結果の一つが高耐傷性と高透

過性を有する新たな保護膜であり、

性能は高い評価を得ることができ

た。しかしながら既存装置での製

造単価が高いということがネックに

なり、検討試作段階までしか進む

ことができなかった。

　これらの背景から本事業では、

量産性の高い複数真空槽を有する

連続型の真空成膜装置を開発し製

造コストを下げ、成膜業務の受注

を目指すことを目的としている。

本事業では成膜装置に必要である

以下の機材を導入した。

・チラー

・ターボ分子ポンプ ( 装置内部を

減圧させるポンプ )

・DC 電源

①チラー

　既存のレンズ用成膜装置と対に

なるチラーから、必要十分であろ

う冷却能力とタンク容量を有する

チラーを選定・導入した。装置組

完～試作成膜期間内のみでの運転

結果ではあるが、装置内の複数熱

源に対し適切に冷却できているこ

とが確認された。

②ターボ分子ポンプ

　レンズ用成膜装置では油拡散ポ

ンプという「オイル」を使用する

メインポンプを用いている。安価

ではあるが、デメリットとしてオイ

ル加熱のための電気代が高い点や

ポンプの冷却が十分でないとオイ

ルが逆流し装置内を汚してしまうオ

イルバックや、内圧上昇によるポ

ンプの爆発を引き起こす点が挙げ

られる。

　本事業では、これらの不安要素

を払拭しなおかつクリーンな減圧

が可能な磁気浮上式ターボ分子ポ

ンプをメインポンプとして採用し

た。停電の際も回生電力を用い

タービンを安全かつ自動的に稼動

停止させることができる。

　装置組完～排気テスト～成膜テ

ストにて稼動させたが、問題なく

運用することができた。また拡散

ポンプに比べウォーミング時間の

大幅短縮 ( オイル加温のため 1 時

間⇒タービンの回転数上昇～安定

のため 20 分 ) が可能となり、停

止状態から通常運転までの所要時

間 ( 運転⇒停止までも同様 ) が大

幅短くなった。

　なお装置内部圧力として、

1.6×10-6Pa まで到達したことを

確認している。この数値は、当該

装置が真空槽として必要十分な密

閉ができていることの裏づけとな

る。

③DC 電源

　塗布を含めた成膜において「基

板と膜の密着性の向上」はついて

回る課題であり、真空成膜におい

ても同様である。装置投入前はも

とより、装置内でのクリーンアップ

を目指した設備導入となる。

　ある程度の真空度環境にアルゴ

ンガスを導入し、放電しやすい雰

囲気を作る。アルゴン雰囲気の中、

基板保持冶具へ DC 電力を印加す

ると「逆スパッタリング」と呼ばれ

る基板と装置内壁間においてグ

ロー放電が起こる。この現象を利

用すると表面についた微細な「汚

れ」を叩き落すことが可能となる。

　ステンレス片 (SUS304 製 ) へ

この前処理とチタン成膜 (1μm)

を行い、旧 JIS のクロスカット試

験(1mm間隔、10×10マス、テー

プ幅 18mm) で確認したところ、

1 マスの剥がれも確認できず、十

分な密着性を確保できていること

が確認できた。
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　本事業にて設定した目標地点は、

「低コスト且つある程度の期間に

て、連続成膜装置を作り上げる」

という事であり、新保護膜量産時

の低コスト化を見込んだもので

あった。装置は無事に完成したが、

残念ながら新保護膜の量産転用企

今後の展望

有限会社小貫光学工業所

画がストップしてしまい、残念なが

ら新保護膜の量産転用企画がス

トップしてしまった。

　このような背景もあり、現在は

離型性や耐磨耗性を付与すること

ができる窒化チタンをはじめとし

た、基板材料の性能を高める金属

成膜の分野にチャレンジすることと

なった。当初見込んでいた売上か

らはかけ離れるが、当社の光学業

界への依存度を下げるためのきっ

かけとなることに期待している。
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株式会社田中電気研究所

PM2.5や敷地境界監視用の
リアルタイム連続粉塵モニターの開発

　PM2.5は人間の呼吸器系に入

り込むと出て行きにくく、健康不安

の要因になっている。現在環境省が

公表しているデータは1時間に1回

の測定値を表示したもので、リアル

タイムな連続測定データとは言い

難い。市民が現時点の汚染状況を

知りたいという希望からは若干ず

れたデータである。また、東日本大

震災による被災地周辺では、福島

原発事故に由来する放射能汚染物

質の除染作業が本格化している。

除染作業に伴い、放射性物質を含

んだ粉塵の飛散による汚染の拡大

や人体への内部被爆の危険性があ

ることから、敷地境界におけるモニ

タリングの必要性が増してきてい

る。しかしながらリアルタイムに測

定できる粉塵連続測定器は見当た

らない。

　このような背景から、本事業では

PM2.5を含む浮遊粒子状物質

(SPM)をリアルタイムかつ連続で

測定可能なモニター開発を目的と

した。

１）試作機3台（1～3号機）を製作。

PM2.5選別サイクロンも3台作り

試作機本体に組み込み、各試験・評

価を行った。

２）1号機で基本的な測定性能の評

価を社内で実施した。当社製品の

標 準 で あ る ダ スト 濃 度 計

「DDM-2001」と比較すると、タル

ク（白色のJIS試験粉体）での検出

指示は「DDM-2001」の標準的感

度設定ではピーク値で10％程度

だが、本装置の場合は最低感度設

定にしても100%超えで振り切れ

てしまうほど高感度であった。ただ

し、受光センサである光電子増倍管

（以下、フォトマルと略）の感度が高

い分、感度が温度に大きく依存して

いるのも判明し、温度変化に対する

感度の安定化対策が課題となった。

当面、フォトマルを断熱材で覆って

少しでも安定化させるようにした。
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温度依存で指示が変動している。


